
JP 4637831 B2 2011.2.23

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
基板上に形成され、光反射性を有する第１の導電膜と、前記第１の導電膜上に形成され、
光透過性を有する第２の導電膜と、前記第１の導電膜と前記第２の導電膜との間に部分的
に形成され、前記第１の導電膜及び前記第２の導電膜のそれぞれに電気的に接続する第３
の導電膜とを有するアノード電極と、
　前記アノード電極上に形成された有機エレクトロルミネッセンス層と、
　前記有機エレクトロルミネセンス層上に形成され、光透過性を有するカソード電極と
を有し、
　前記第２の導電膜は、前記第１の導電膜を覆うように形成されていることを特徴とする
有機エレクトロルミネッセンス素子。
【請求項２】
請求の範囲第１項記載の有機エレクトロルミネッセンス素子において、前記第３の導電膜
は前記第１の導電膜の周縁部上に形成されている
ことを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス素子。
【請求項３】
請求の範囲第１項または第２項のいずれか１項に記載の有機エレクトロルミネセンス素子
において、
　前記第３の導電膜は、高融点金属よりなる
　ことを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス素子。
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【請求項４】
請求の範囲第３項記載の有機エレクトロルミネッセンス素子において、
　前記第３の導電膜は、Ｍｏ、Ｗ、Ｔａ、Ｔｉ、Ｃｒ、又は少なくともこれらのうちのい
ずれかを主成分とする合金よりなる
　ことを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス素子。
【請求項５】
請求の範囲第１項乃至第４項のいずれか１項に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子
において、
　前記第１の導電膜は、前記アノード電極と前記カソード電極とが重なる発光領域に部分
的に形成されている
　ことを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス素子。
【請求項６】
請求の範囲第１項乃至第５項のいずれか１項に記載の有機エレクトロルミネセンス素子に
おいて、
　前記基板又は絶縁層の表面に、凹凸が形成されている
　ことを特徴とする有機エレクトロルミネセンス素子。
【請求項７】
請求の範囲第１項乃至第６項のいずれか１項に記載の有機エレクトロルミネセンス素子に
おいて、
　前記第１の導電膜は、Ａｌ、Ａｇ、Ｎｄ、Ｓｉ、Ｔｉ、Ｗ、Ｃｕ、Ｎｂ、Ｔａ、Ｃ、ま
たは少なくともこれらのうちのいずれかを主成分とする合金よりなる
　ことを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス素子。
【請求項８】
請求の範囲第１項乃至第７項のいずれか１項に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子
において、
　前記第２の導電膜は、ＩＴＯ、ＩＺＯ、又はＺｎＯよりなる
　ことを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス素子。
【請求項９】
請求の範囲第１項乃至第８項のいずれか１項に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子
を画素領域に有する
　ことを特徴とする表示装置。
【請求項１０】
請求の範囲第９項記載の表示装置において、
　前記基板上に形成され、前記有機エレクトロルミネセンス素子に印加する駆動電圧を制
御するスイッチング素子を更に有する
　ことを特徴とする表示装置。
【請求項１１】
基板上に、光反射性を有する第１の導電膜と、前記第１の導電膜上に前記第１の導電膜を
覆うように形成され、光透過性を有する第２の導電膜とを有するアノード電極を形成する
工程と、
　前記第１の導電膜上に、有機エレクトロルミネッセンス層を形成する工程と、
　前記有機エレクトロルミネセンス層上に、光透過性を有するカソード電極を形成する工
程と
を有し、
　前記アノード電極を形成する工程では、前記第２の導電膜を形成する前に、前記第１の
導電膜上に、前記第１の導電膜及び前記第２の導電膜のそれぞれに電気的に接続する第３
の導電膜を部分的に形成するとともに、
　前記アノード電極を形成する工程は、前記第１の導電膜上に前記第３の導電膜を形成す
る工程と、前記第３の導電膜上にレジスト膜を形成し、前記レジスト膜の膜厚に厚薄を部
分的に設ける工程と、膜厚に厚薄が設けられた前期レジスト膜をマスクとして、前記第３
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の導電膜及び前記第１の導電膜をエッチングする工程と、前記レジスト膜の膜厚の薄い部
分を除去して前記レジスト膜に開口部を形成する工程と、前記開口部が形成された前記レ
ジスト膜をマスクとして、前記開口部の底部に露出した前記第３の導電膜をエッチングす
ることにより、前記第１の導電膜上に前記第３の導電膜を部分的に形成する工程とを有す
る
　ことを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法。
【請求項１２】
請求の範囲第１１項記載の有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法において、
　前記レジスト膜の膜厚に厚薄を部分的に設ける工程では、前記レジスト膜の露出量を部
分的に変えることにより、前記レジスト膜の膜厚に厚薄を設ける
　ことを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法。
【請求項１３】
請求の範囲第１１項または第１２項のいずれか１項に記載の有機エレクトロルミネセンス
素子の製造方法において、
　前記第３の導電膜を部分的に形成する工程では、前記第１の導電膜の周縁部上に前記第
３の導電膜を形成する
　ことを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
　本発明は、有機エレクトロルミネッセンス素子及びその製造方法、並びに表示装置及び
その製造方法に係り、特に、発光効率に優れた有機エレクトロルミネッセンス素子及びそ
の製造方法、並びにこのような有機エレクトロルミネッセンス素子を有する表示装置に関
する。
【背景技術】
　従来のＣＲＴ、ＬＣＤと比較して薄型化、軽量化が可能な表示装置として、近年、有機
エレクトロルミネッセンス素子（ＥＬ）を用いた表示装置が大きな注目を集めている。有
機エレクトロルミネッセンス素子は、自己発光型であるため、視認性が高い、視野角依存
性がない、可撓性を有するフィルム基板を用いることができる、液晶表示装置と比較して
薄い・軽い、などの様々な利点がある。さらには、高精細度の表示を実現すべく、有機エ
レクトロルミネッセンス素子とともに、薄膜トランジスタ等のスイッチング素子を有する
アクティブマトリクス型の表示装置の開発が進められている。
　従来の有機エレクトロルミネッセンス素子を用いた表示装置では、例えば、ガラス基板
よりなる絶縁性基板上に、ＩＴＯ（スズをドープした酸化インジウム）等の透明導電膜よ
りなるアノード電極が形成されている。アノード電極上には、電子と正孔との再結合によ
り光が発生する発光層を含む有機エレクトロルミネッセンス層が形成されている。有機エ
レクトロルミネッセンス層上には、Ａｌ（アルミニウム）膜やＭｇ（マグネシウム）－Ａ
ｇ（銀）合金膜等よりなるカソード電極が形成されている。こうして、絶縁性基板上に、
アノード電極と、有機エレクトロルミネッセンス層と、カソード電極とを有する有機エレ
クトロルミネッセンス素子が形成されている。また、アクティブマトリクス型の表示装置
においては、有機エレクトロルミネッセンス素子に印加する駆動電圧を制御する薄膜トラ
ンジスタ等のスイッチング素子が、絶縁性基板と有機エレクトロルミネッセンス素子との
間に形成されている。このような構造を有する表示装置は、有幾エレクトロルミネッセン
ス層の発光層において発生した光が絶縁性基板側から取り出されるいわゆるボトムエミッ
ション型となっている。
　上記の表示装置においてフルカラー化を実現する場合には、画素領域に発光波長の異な
る発光層がつくり分けられている。例えば、画素となる領域が開口された蒸着マスクを基
板に密着させ、ＲＧＢの各色を形成する発光層を、例えばＲＧＢの順に蒸着マスクを移動
して形成することが行われている。
　ボトムエミッション型の表示装置の場合、上述のように、有機エレクトロルミネッセン
ス素子において発生した光は絶縁性基板側から取り出される。このため、絶縁性基板と有
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機エレクトロルミネッセンス素子との間にスイッチング素子が形成される場合、１画素に
占める発光面積がスイッチング素子の存在により実質的に小さくなり、高い発光効率を得
ることができないという難点がある。
　このような発光効率に関する難点については、スイッチング素子が形成される絶縁性基
板側とは反対側、すなわちカソード電極側から発光層において発生した光が取り出される
いわゆるトップエミッション型の構造による解決が試みられている（例えば特許文献１、
２を参照）。
　特許文献１に開示されたトップエミッション型の表示装置においては、光透過性を有す
るカソード電極を用い、アノード電極として光反射性を有するＣｒ（クロム）薄膜を用い
ることにより、発光層で発生した光をカソード電極側へ反射し、カソード電極から光が取
り出されている。しかしながら、Ｃｒは光の反射率があまり高くないため、発光層で発生
した光を充分にカソード電極側へ反射することはできない。
　また、特許文献２に開示されたトップエミッション型の表示装置においては、Ａｌ膜よ
りなる反射層上にＩＴＯ膜よりなる電極層が直に形成されている。しかしながら、Ａｌ膜
とＩＴＯ膜とは電気的接続が良好ではないため、反射層を電極として用いることは困難で
あった。
　このため、反射層下にスイッチング素子を設けると、電極層とスイッチング素子との接
続が困難であった。
　本発明の目的は、高い発光効率を実現しうる有機エレクトロルミネッセンス素子及びそ
の製造方法、並びにこのような有機エレクトロルミネッセンス素子を有する表示装置を提
供することにある。
【特許文献１】　特開２００１－　８５１６３号公報
【特許文献２】　特開平１１－３２９７５３号公報
【発明の開示】
　本発明の一観点によれば、基板上に形成され、光反射性を有する第１の導電膜と、前記
第１の導電膜上に前記第１の導電膜を覆うように形成され、光透過性を有する第２の導電
膜とを有するアノード電極と、前記アノード電極上に形成された有機エレクトロルミネッ
センス層と、前記有機エレクトロルミネッセンス層上に形成され、光透過性を有するカソ
ード電極とを有することを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス素子が提供される。
　また、本発明の他の観点によれば、基板上に形成され、光反射性を有する第１の導電膜
と、前記第１の導電膜上に形成され、光透過性を有する第２の導電膜と、前記第１の導電
膜と前記第２の導電膜との間に部分的に形成され、前記第１の導電膜及び前記第２の導電
膜のそれぞれに電気的に接続する第３の導電膜とを有するアノード電極と、前記アノード
電極上に形成された有機エレクトロルミネッセンス層と、前記有機エレクトロルミネッセ
ンス層上に形成され、光透過性を有するカソード電極とを有することを特徴とする有機エ
レクトロルミネッセンス素子が提供される。
　また、本発明の更に他の観点によれば、基板上に形成され、光反射性を有する第１の導
電膜と、前記第１の導電膜上に形成され、光透過性を有する絶縁層と、前記絶縁層上に形
成され、光透過性を有する第２の導電膜を有するアノード電極と、前記アノード電極上に
形成された有機エレクトロルミネッセンス層と、前記有機エレクトロルミネッセンス層上
に形成され、光透過性を有するカソード電極とを有することを特徴とする有機エレクトロ
ルミネッセンス素子が提供される。
　また、本発明の更に他の観点によれば、基板上に、光反射性を有する第１の導電膜と、
前記第１の導電膜上に前記第１の導電膜を覆うように形成され、光透過性を有する第２の
導電膜とを有するアノード電極を形成する工程と、前記第１の導電膜上に、有機エレクト
ロルミネッセンス層を形成する工程と、前記有機エレクトロルミネッセンス層上に、光透
過性を有するカソード電極を形成する工程とを有することを特徴とする有機エレクトロル
ミネッセンス素子の製造方法が提供される。
　また、本発明の更に他の観点によれば、基板上に、スイッチング素子を形成する工程と
、前記スイッチング素子が形成された前記基板上に、第１の絶縁層を形成する工程と、前
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記第１の絶縁層上に、光反射性を有する第１の導電膜を形成する工程と、前記第１の導電
膜が形成された前記第１の絶縁層上に、前記スイッチング素子の電極上に第１の開口部を
有し、光透過性を有する感光性樹脂よりなる第２の絶縁層を形成する工程と、前記第２の
絶縁層をマスクとして前記第１の絶縁層をエッチングし、前記スイッチング素子の電極に
達する第２の開口部を形成する工程と、前記第２の絶縁層上に、前記第１の開口部及び前
記第２の開口部を介して前記スイッチング素子の電極に電気的に接続され、光透過性を有
する第２の導電膜を有するアノード電極を形成する工程と、前記アノード電極上に、有機
エレクトロルミネッセンス層を形成する工程と、前記有機エレクトロルミネッセンス層上
に、光透過性を有するカソード電極を形成する工程とを有することを特徴とする表示装置
の製造方法が提供される。
　本発明によれば、基板上に形成され、光反射性を有する第１の導電膜と、第１の導電膜
上に第１の導電膜を覆うように形成され、光透過性を有する第２の導電膜とによりアノー
ド電極を構成することにより、有機エレクトロルミネッセンス層において発生した光をカ
ソード電極側から取り出すので、素子特性の劣化を伴うことなく、高い発光効率を実現す
ることができる。
　また、本発明によれば、第１の導電膜と第２の導電膜との間に、第１の導電膜及び第２
の導電膜のそれぞれに電気的に接続する第３の導電膜を部分的に形成することにより、第
１の導電膜と第２の導電膜との間の導通を確保するので、第１の導電膜から有機エレクト
ロルミネッセンス層に正孔を注入することができる。
　また、本発明によれば、基板上に形成され、光反射性を有する第１の導電膜上に、光透
過性を有する絶縁層を介して、光透過性を有する第２の導電膜を有するアノード電極を形
成し、アノード電極下の第１の導電膜により、有機エレクトロルミネッセンス層において
発生した光をカソード電極側から取り出すので、有機エレクトロルミネッセンス層におい
て発生した光をカソード電極側から取り出すので、素子特性の劣化を伴うことなく、高い
発光効率を実現することができる。
【図面の簡単な説明】
　図１は、本発明の第１実施形態による表示装置の構造を示す概略図である。
　図２は、有機エレクトロルミネッセンス素子を用いたボトムエミッション型の表示装置
の構造の一例を示す概略図である。
　図３は、本発明の第１実施形態による表示装置の製造方法を示す工程断面図（その１）
である。
　図４は、本発明の第１実施形態による表示装置の製造方法を示す工程断面図（その２）
である。
　図５は、本発明の第２実施形態による表示装置の構造を示す概略図である。
　図６は、本発明の第２実施形態による表示装置の製造方法を示す工程断面図（その１）
である。
　図７は、本発明の第２実施形態による表示装置の製造方法を示す工程断面図（その２）
である。
　図８は、本発明の第３実施形態による表示装置の構造を示す概略図である。
　図９は、本発明の第４実施形態による表示装置の構造を示す断面図である。
　図１０は、本発明の第５実施形態による表示装置の構造を示す断面図である。
　図１１は、有機エレクトロルミネッセンス素子とともにスイッチング素子として薄膜ト
ランジスタを用いたボトムエミッション型の表示装置の構造の一例を示す断面図である。
　図１２は、本発明の第５実施形態による表示装置の製造方法を示す工程断面図（その１
）である。
　図１３は、本発明の第５実施形態による表示装置の製造方法を示す工程断面図（その２
）である。
　図１４は、本発明の第６実施形態による表示装置の構造を示す断面図である
　図１５は、本発明の第６実施形態による表示装置の特性を示すグラフである。
　図１６は、アノード電極としてＣｒ膜を用いた表示装置の構造を示す断面図である。
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　図１７は、本発明の第６実施形態による表示装置の製造方法を示す工程断面図（その１
）である。
　図１８は、本発明の第６実施形態による表示装置の製造方法を示す工程断面図（その２
）である。
　図１９は、本発明の第７実施形態による表示装置の構造を示す断面図である。
　図２０は、本発明の第７実施形態による表示装置の製造方法を示す工程断面図（その１
）である。
　図２１は、本発明の第７実施形態による表示装置の製造方法を示す工程断面図（その２
）である。
　図２２は、本発明の第７実施形態による表示装置の製造方法を示す工程断面図（その３
）である。
【発明を実施するための最良の形態】
　（第１実施形態）
　本発明の第１実施形態による表示装置及びその製造方法について図１乃至図４を用いて
説明する。図１は本実施形態による表示装置の構造を示す概略図、図２は有機エレクトロ
ルミネッセンス素子を用いたボトムエミッション型の表示装置の構造を示す概略図、図３
及び図４は本実施形態による表示装置の製造方法を示す工程断面図である。
　まず、本実施形態による表示装置の構造について図１を用いて説明する。図１Ａは本実
施形態による表示装置の構造を示す平面図、図１Ｂは図１ＡのＸ－Ｘ′線断面図である。
本実施形態による表示装置は、絶縁性基板上に形成された有機エレクトロルミネッセンス
素子を有するパッシブマトリクス型の表示装置である。なお、図１は１画素分の構造を示
したものであるが、実際には複数の画素がマトリクス状に配置されている。
　図１Ｂに示すように、ガラス基板よりなる絶縁性基板１０上には、光反射性を有するＡ
ｌ膜よりなる光反射膜１２が形成されている。光反射膜１２上には、光透過性を有するＩ
ＴＯ膜よりなる透明導電膜１４が形成されている。なお、本願明細書において、「光反射
性を有する」とは、光の反射率が５０％以上、より好ましくは８０％以上であることを意
味する。また、「光透過性を有する」とは、光の透過率が５０％以上、より好ましくは８
０％以上であることを意味する。こうして、絶縁性基板１０上に、光反射膜１２と透明導
電膜１４とを有するアノード電極１６が形成されている。アノード電極１６上には、正孔
注入層と、正孔輸送層と、発光層と、電子輸送層と、電子注入層とが順次積層されてなる
有機エレクトロルミネッセンス層１８が形成されている。有機エレクトロルミネッセンス
層１８上には、光透過性を有するＡｌ／ＩＴＯ積層膜よりなるカソード電極２０が形成さ
れている。こうして、絶縁性基板１０上に、アノード電極１６と、有機エレクトロルミネ
ッセンス層１８と、カソード電極２０とを有する有機エレクトロルミネッセンス素子が形
成されている。
　図１Ａに示すように、アノード電極１６は、絶縁性基板１０上に、所定の方向（図１Ａ
中上下方向）に延在して形成されている。透明導電膜１４は、光反射膜１２よりも幅広に
形成されている。これにより、光反射膜１２は、透明導電膜１４により覆われている。カ
ソード電極２０は、アノード電極１６が形成された絶縁性基板１０上に、アノード電極１
６に直交する方向（図１Ａ中左右方向）に延在して形成されている。これらアノード電極
１６とカソード電極２０とが交差する領域の両者の間に、交差領域よりも幅広の矩形状に
有機エレクトロルミネッセンス層１８が形成されている。こうして、上記構造を有する有
機エレクトロルミネッセンス素子が形成された画素領域が構成されている。
　本実施形態による表示装置は、有機エレクトロルミネッセンス素子において、光反射性
を有する光反射膜１２と、光透過性を有する透明導電膜１４とをアノード電極１６が有し
、光反射膜１２が透明導電膜１４により覆われていることに主たる特徴がある。
　本実施形態による表示装置では、カソード電極２０から電子が有機エレクトロルミネッ
センス層１８に注入され、アノード電極１６の透明導電膜１４から正孔が有機エレクトロ
ルミネッセンス層１８に注入される。注入された電子は電子輸送層により発光層に輸送さ
れ、注入された正孔は正孔輸送層により発光層に輸送される。こうして発光層に輸送され
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た電子と正孔とが、発光層において再結合することにより発光が生じる。発光層において
発生した光は、光反射膜１２によりカソード電極２０側に反射され、光透過性を有するカ
ソード電極２０側から取り出される。
　このように、本実施形態による表示装置は、光反射膜１２の存在により、絶縁性基板１
０とは反対側のカソード電極２０側から光が取り出されるトップエミッション型となって
いる。したがって、絶縁性基板１０と有機エレクトロルミネッセンス素子との間に他の素
子が形成される場合において、他の素子が形成された領域からも光を取り出すことが可能
となる。すなわち、有機エレクトロルミネッセンス素子の発光面積が他の素子により制限
されることはなく、高い発光効率を実現することができる。例えば、薄膜トランジスタ等
のスイッチング素子が形成された絶縁性基板上に層間絶縁膜を介して有機エレクトロルミ
ネッセンス素子を形成する場合において、スイッチング素子により発光面積が制限される
ことはなく、高い発光効率を実現することができる。
　このようなトップエミッション型の本実施形態による表示装置に対して、図２に示す表
示装置は、有機エレクトロルミネッセンス素子を用いたボトムエミッション型の表示装置
である。図２Ａは有機エレクトロルミネッセンス素子を用いたボトムエミッション型の表
示装置の構造を示す平面図、図２Ｂは図２ＡのＸ－Ｘ′線断面図である。なお、図２は１
画素分の構造を示したものであるが、実際には複数の画素がマトリクス状に配置されてい
る。
　図２に示すように、ガラス基板よりなる絶縁性基板１００上には、ＩＴＯ膜よりなる透
明なアノード電極１０２が形成されている。アノード電極１０２上には、正孔輸送層と、
発光層と、電子輸送層とが順次積層されてなる有機エレクトロルミネッセンス層１０４が
形成されている。有機エレクトロルミネッセンス層１０４上には、Ａｌ膜やＭｇ－Ａｇ合
金膜等よりなるカソード電極１０６が形成されている。こうして、絶縁性基板１００上に
、アノード電極１０２と、有機エレクトロルミネッセンス層１０４と、カソード電極１０
６とを有する有機エレクトロルミネッセンス素子が形成されている。
　図２に示すボトムエミッション型の表示装置では、有機エレクトロルミネッセンス層１
０４において発生した光は、絶縁性基板１００側から取り出される。このため、絶縁性基
板１０と有機エレクトロルミネッセンス素子との間にスイッチング素子等の他の素子が形
成される場合に、有機エレクトロルミネッセンス素子の発光面積が他の素子により制限さ
れ、本実施形態による表示装置のように高い発光効率を実現することは困難である。
　また、本実施形態による表示装置は、アノード電極１６において、Ａｌ膜よりなる光反
射膜１２は、その表面が剥き出しにならないように、ＩＴＯ膜よりなる透明導電膜１４に
より覆われている。これにより、製造工程におけるＩＴＯ膜をパターニングする際に、Ａ
ｌ膜よりなる光反射膜１２が腐食されるのを防止することができる。すなわち、ＩＴＯ膜
のパターニングにはアルカリ性の現像液が用いられるため、Ａｌ膜の表面が露出しＡｌ膜
及びＩＴＯ膜の両者が現像液に曝されると、電池効果によりＡｌ膜が腐食されることがあ
る。本実施形態による表示装置では、Ａｌ膜よりなる光反射膜１２を覆うようにＩＴＯ膜
よりなる透明導電膜１４が形成されているため、かかる電池効果による光反射膜１２の腐
食が防止されている。
　また、Ａｌ膜よりなる光反射膜１２とＩＴＯ膜よりなる透明導電膜１４との間には、有
機エレクトロルミネッセンス素子に対する駆動電圧の印加時の発熱等によりウィスカーが
発生する場合がある。このようなウィスカーは電極間の短絡の原因の１つになり得るもの
である。しかしながら、本実施形態による表示装置では、Ａｌ膜よりなる光反射膜１２を
覆うようにＩＴＯ膜よりなる透明導電膜１４が形成されているため、ウィスカーによるア
ノード電極１６とカソード電極２０との間の短絡を防止することができる。
　なお、Ａｌ膜は、従来用いられていたＣｒ膜よりも高い反射率を有しており、有機エレ
クトロルミネッセンス素子の光反射膜として好適である。その一方、光反射膜としてＡｌ
膜を用いる場合、上述のような課題が発生する。本実施形態による表示装置は、Ａｌ膜を
覆うようにＩＴＯ膜を形成することにより、腐食や電極間の短絡等の不都合を伴うことな
く従来よりも高い発光効率を実現するものである。
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　さらに、有機エレクトロルミネッセンス層１８は、従来の有機エレクトロルミネッセン
ス素子と同様に、ＩＴＯ膜よりなる透明導電膜１４上に形成されている。このため、有機
エレクトロルミネッセンス層１８として、従来の有機エレクトロルミネッセンス素子と同
様の材料及び構造の有機エレクトロルミネッセンス層をそのまま用いて高い発光効率を有
するトップエミッション型の表示装置を構成することができる。
　次に、本実施形態による表示装置の製造方法について図３及び図４を用いて説明する。
　まず、ガラス基板よりなる絶縁性基板１０上に、例えばスパッタ法により、例えば膜厚
１５０ｎｍのＡｌ膜２２を形成する（図３Ａを参照）。
　次いで、フォトリソグラフィー及びエッチングにより、Ａｌ膜２２を所定の形状にパタ
ーニングする。こうして、絶縁性基板１０上に、Ａｌ膜２２よりなる光反射膜１２を形成
する（図３Ｂを参照）。
　次いで、光反射膜１２が形成された絶縁性基板１０上に、例えばスパッタ法により、例
えば膜厚７０ｎｍのＩＴＯ膜２４を形成する（図３Ｃを参照）。
　次いで、フォトリソグラフィー及びエッチングにより、ＩＴＯ膜２４を所定の形状にパ
ターニングする。このとき、光反射膜１２の表面が剥き出しにならないように、光反射膜
１２を被覆する形状及び大きさにＩＴＯ膜２４をパターニングする。こうして、ＩＴＯ膜
２４よりなる透明導電膜１４を形成する（図４Ａを参照）。ＩＴＯ膜２４をパターニング
する間、ＩＴＯ膜２４下のＡｌ膜２２よりなる光反射膜１２の表面が露出することはない
ので、電池効果による光反射膜１２の腐食を防止することができる。
　次いで、光反射膜１２と透明導電膜１４とを有するアノード電極１６が形成された絶縁
性基板１０上に、例えば真空蒸着法により、所定の大きさに開口された蒸着マスクを介し
て、例えば膜厚４０ｎｍの２－ＴＮＡＴＡ（４，４’，４’’－トリス（２－ナフチルフ
ェニルアミノ）トリフェニルアミン）膜と、例えば膜厚１０ｎｍのα－ＮＰＤ（Ｎ，Ｎ’
－ジナフチル－Ｎ，Ｎ’－ジフェニル－［１，１’－ビフェニル］－４，４’－ジアミン
）膜と、例えば少量のｔ（ｎｐａ）ｐｙ（１，３，６，８－テトラ（Ｎ－ナフチル－Ｎ’
－フェニルアミノ）ピレン）をドープした例えば膜厚３０ｎｍのＡｌｑ３（トリス（８－
ヒドロキシキノリナート）アルミニウム）膜と、例えば膜厚２０ｎｍのＡｌｑ３膜と、例
えば０．５ｎｍのＬｉＦ膜とを順次形成する。
　こうして、２－ＴＮＡＴＡ膜よりなる正孔注入層と、α－ＮＰＤ膜よりなる正孔輸送層
と、ｔ（ｎｐａ）ｐｙをドープしたＡｌｑ３膜よりなる発光層と、Ａｌｑ３膜よりなる電
子輸送層と、ＬｉＦ膜よりなる電子注入層とを有する有機エレクトロルミネッセンス層１
８を形成する（図４Ｂを参照）。
　次いで、有機エレクトロルミネッセンス層１８が形成された絶縁性基板１０上に、例え
ば真空蒸着法及びスパッタ法により、所定の形状に開口されたマスクを介して、例えば膜
厚１０ｎｍのＡｌ膜と、例えば膜厚３０ｎｍのＩＴＯ膜とを順次形成し、Ａｌ／ＩＴＯ積
層膜を形成する。
　こうして、Ａｌ／ＩＴＯ積層膜よりなるカソード電極２０を形成する（図４Ｃを参照）
。
　こうして、図１に示す表示装置が製造される。
　このように、本実施形態によれば、有機エレクトロルミネッセンス素子を用いた表示装
置において、光反射性を有する光反射膜１２と、光透過性を有する透明導電膜１４とをア
ノード電極１６が有するので、高い発光効率を有するトップエミッション型の表示装置を
実現することができる。
　また、光反射膜１２が透明導電膜１４により覆われているので、光反射膜１２の腐食や
、光反射膜１２と透明導電膜１４との間に生じるウィスカー等による素子特性の劣化を抑
制することができる。
　また、有機エレクトロルミネッセンス層１８は従来の有機エレクトロルミネッセンス素
子と同様に透明導電膜１４上に形成されるため、有機エレクトロルミネッセンス層１８と
して、従来の有機エレクトロルミネッセンス素子と同様の材料及び構造の有機エレクトロ
ルミネッセンス層をそのまま用いることができる。
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　（第２実施形態）
　本発明の第２実施形態による表示装置について図５乃至図７を用いて説明する。図５は
本実施形態による表示装置の構造を示す概略図、図６及び図７は本実施形態による表示装
置の製造方法を示す工程断面図である。なお、図１、図３、及び図４に示す第１実施形態
による表示装置及びその製造方法と同様の構成要素については同一の符号を付し説明を省
略し或いは簡略にする。
　本実施形態による表示装置は、第１実施形態による表示装置と同様に、絶縁性基板上に
形成された有機エレクトロルミネッセンス素子を有するパッシブマトリクス型の表示装置
であり、その基本的構成は、第１実施形態による表示装置と同様である。本実施形態によ
る表示装置は、光反射膜１２と、透明導電膜１４との間の導通が確保され、光反射膜１２
からの正孔の注入が可能となっている点で、第１実施形態による表示装置と異なっている
。
　まず、本実施形態による表示装置の構造について図５を用いて説明する。図５Ａは本実
施形態による表示装置の構造を示す平面図、図５Ｂは図５ＡのＸ－Ｘ′線断面図である。
なお、図５は１画素分の構造を示したものであるが、実際には複数の画素がマトリクス状
に配置されている。
　図５Ｂに示すように、ガラス基板よりなる絶縁性基板１０上には、光反射性を有するＡ
ｌ膜よりなる光反射膜１２が形成されている。光反射膜１２の周縁部上には、光反射性を
有するＭｏ（モリブデン）膜よりなる介在膜３０が形成されている。周縁部上に介在膜３
０が形成された光反射膜１２上には、光透過性を有するＩＴＯ膜よりなる透明導電膜１４
が形成されている。介在膜３０は光反射膜１２及び透明導電膜１４のそれぞれに電気的に
接続するものであり、この介在膜３０により、透明導電膜１４と光反射膜１２との電気的
接続が改善され、両者の間の導通が確保されている。こうして、絶縁性基板１０上に、光
反射膜１２と、透明導電膜１４と、両者の電気的接続を改善する介在膜３０とを有するア
ノード電極３２が形成されている。アノード電極３２上には、正孔注入層と、正孔輸送層
と、発光層と、電子輸送層と、電子注入層とが順次積層されてなる有機エレクトロルミネ
ッセンス層１８が形成されている。有機エレクトロルミネッセンス層１８上には、光透過
性を有するＡｌ／ＩＴＯ積層膜よりなるカソード電極２０が形成されている。こうして、
絶縁性基板１０上に、アノード電極３２と、有機エレクトロルミネッセンス層１８と、カ
ソード電極２０とを有する有機エレクトロルミネッセンス素子が形成されている。
　図５Ａに示すように、アノード電極３２は、絶縁性基板１０上に、所定の方向（図５Ａ
中上下方向）に延在して形成されている。介在膜３０は、光反射膜１２の周縁部上に枠状
に形成されている。透明導電膜１４は、介在膜３０が形成された光反射膜１２よりも幅広
に形成されている。これにより、介在膜３０が形成された光反射膜１２は、透明導電膜１
４により覆われている。カソード電極２０は、アノード電極１６が形成された絶縁性基板
１０上に、アノード電極１６に直交する方向（図５Ａ中左右方向）に延在して形成されて
いる。これらアノード電極３２とカソード電極２０とが交差する領域の両者の間に、交差
領域よりも幅広の矩形状に有機エレクトロルミネッセンス層１８が形成されている。こう
して、上記構造を有する有機エレクトロルミネッセンス素子が形成された画素領域が構成
されている。
　本実施形態による表示装置は、有機エレクトロルミネッセンス素子において、光反射性
を有する光反射膜１２と、光反射膜１２の周縁部上に形成され、光反射膜１２及び光反射
膜１２上に形成される透明導電膜１４のそれぞれに電気的に接続し、両者の間の導通を確
保するための介在膜３０と、介在膜３０が周縁部上に形成された光反射膜１２上に形成さ
れた光透過性を有する透明導電膜１４とをアノード電極３２が有し、光反射膜１２が透明
導電膜１４により覆われていることに主たる特徴がある。
　Ａｌ膜とＩＴＯ膜とは電気的接続が良好ではないため、第１実施形態による表示装置で
は、アノード電極１６において、Ａｌ膜よりなる光反射膜１２とＩＴＯ膜よりなる透明導
電膜１４との間の導通が充分に確保されない場合がある。
　本実施形態による表示装置では、アノード電極３２の周縁部がＡｌ／Ｍｏ／ＩＴＯ構造
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となっている。このため、Ａｌ膜及びＩＴＯ膜のそれぞれに電気的に接続するＭｏ膜より
なる介在膜３０により、Ａｌ膜よりなる光反射膜１２とＩＴＯ膜よりなる透明導電膜１４
との間の電気的接続が改善され、両者の間の導通が確保されている。したがって、光反射
膜１２から正孔を有機エレクトロルミネッセンス層１８に注入することができる。また、
介在膜３０は光反射膜１２の周縁部上に形成されているため、介在膜３０よりも反射率の
高い光反射膜１２により有機エレクトロルミネッセンス層１８の発光層において発生した
光をカソード電極２０側に充分に反射することができる。
　また、周縁部上に介在膜３０が形成された光反射膜１２を覆うように透明導電膜１４が
形成されているため、第１実施形態による表示装置と同様に、光反射膜１２の腐食を防止
することができる。また、駆動電圧印加時の発熱等により光反射膜１２と透明導電膜１４
との間に生じるウィスカーによるアノード電極３２とカソード電極２０との間の短絡を防
止することができる。また、有機エレクトロルミネッセンス層１８には従来の有機エレク
トロルミネッセンス素子の有機エレクトロルミネッセンス層をそのまま用いることができ
る。
　次に、本実施形態による表示装置の製造方法について図６及び図７を用いて説明する。
　まず、ガラス基板よりなる絶縁性基板１０上に、例えばスパッタ法により、例えば膜厚
１５０ｎｍのＡｌ膜２２を形成する。
　次いで、Ａｌ膜２２上に、例えばスパッタ法により、例えば膜厚１０ｎｍのＭｏ膜３４
を形成する（図６Ａを参照）。
　次いで、Ｍｏ膜３４上に、例えばスピンコート法により、レジスト膜３６を形成する。
この後、フォトリソグラフィーを用いてレジスト膜３６をパターニングすることにより、
Ａｌ膜２２を残存させるべき光反射膜１２の形成予定領域を覆うように、レジスト膜３６
を残存させる。このとき、Ｍｏ膜３４を残存させるべき介在膜３０の形成予定領域を覆う
レジスト膜３６の周縁部の膜厚が厚く、Ｍｏ膜３４を除去しＡｌ膜２２を残存させるべき
領域を覆うレジスト膜３６の周縁部以外の部分の膜厚が薄くなるように、レジスト膜３６
を残存させる（図６Ｂを参照）。
　上記のレジスト膜３６の膜厚の厚薄の設定は、例えばフォトリソグラフィーに用いるマ
スクで露光量を調整することに行うことができる。具体的には、例えば、フォトリソグラ
フィーに用いるマスクにおいて、Ｍｏ膜３４を残存させるべき介在膜３０の形成予定領域
を覆うレジスト膜３６を露光する部分を通常の開口にする一方、Ｍｏ膜３４を除去しＡｌ
膜２２を残存させるべき領域を覆うレジスト膜３６を露光する部分をスリット状にする。
このようなマスクを用いてレジスト膜３６を現像すると、Ｍｏ膜３４を除去しＡｌ膜２２
を残存させるべき領域を覆うレジスト膜３６は、介在膜３０の形成予定領域を覆うレジス
ト膜３６と比較して露光が不十分なものとなる。このように、レジスト膜３６の露光量を
部分的に変えて現像することにより、レジスト膜３６の膜厚に厚薄を設けることができる
。
　次いで、膜厚に厚薄が設けられたレジスト膜３６をマスクとして、例えばウェットエッ
チングにより、アノード電極３２の形成領域以外の不要なＡｌ膜２２、Ｍｏ膜３４を除去
する（図６Ｃを参照）。ウェットエッチングには、例えば、リン酸、硝酸、酢酸、及び水
を混合したエッチング液を用いることができる。
　次いで、例えばアッシング処理によりレジスト膜３６をエッチバックし、Ｍｏ膜３４を
除去しＡｌ膜２２を残存させるべき領域を覆うレジスト膜３６の膜厚の薄い部分を除去し
て、レジスト膜３６に開口部３８を形成する。一方、介在膜３０の形成予定領域を覆うレ
ジスト膜３６の膜厚の厚い部分は残存させる（図６Ｄを参照）。
　次いで、開口部３８が形成されたレジスト膜３６をマスクとして、例えばウェットエッ
チングにより、開口部３８の底部に露出したＭｏ膜３４を除去する。ウェットエッチング
には、図６Ｃにおいて不要なＭｏ膜３４及びＡｌ膜２２を除去した場合と同様に、例えば
、例えば、リン酸、硝酸、酢酸、及び水を混合したエッチング液を用いることができる。
　次いで、マスクとして用いたレジスト膜３６を除去する。
　こうして、Ａｌ膜２２よりなる光反射膜１２と、光反射膜１２の周縁部上に形成された
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Ｍｏ膜３４よりなる介在膜３０とを形成する（図７Ａを参照）。
　次いで、光反射膜１２及び介在膜３０が形成された絶縁性基板１０上に、例えばスパッ
タ法により、例えば膜厚７０ｎｍのＩＴＯ膜２４を形成する（図７Ｂを参照）。
　次いで、フォトリソグラフィー及びエッチングにより、ＩＴＯ膜２４を所定の形状にパ
ターニングする。このとき、介在膜３０が周縁部上に形成された光反射膜１２の表面が剥
き出しにならないように、光反射膜１２を被覆する形状及び大きさにＩＴＯ膜２４をパタ
ーニングする。こうして、ＩＴＯ膜２４よりなる透明導電膜１４を形成する（図７Ｃを参
照）。
　以後、図４Ｂ及び図４Ｃに示す第１実施形態による表示装置の製造方法と同様にして有
機エレクトロルミネッセンス層１８、カソード電極２０をそれぞれ形成することにより、
図５に示す本実施形態による表示装置が製造される。
　このように、本実施形態によれば、有機エレクトロルミネッセンス素子を用いた表示装
置において、光反射性を有する光反射膜１２と、光透過性を有する透明導電膜１４とをア
ノード電極３２が有するので、高い発光効率を有するトップエミッション型の表示装置を
実現することができる。
　また、光反射膜１２が透明導電膜１４により覆われているので、光反射膜１２の腐食や
、光反射膜１２と透明導電膜１４との間に生じるウィスカー等による素子特性の劣化を抑
制することができる。
　さらに、光反射膜１２の周縁部上には、光反射膜１２及び光反射膜１２上に形成される
透明導電膜１４のそれぞれに電気的に接続し、両者の間の導通を確保するための介在膜３
０が形成されているため、光反射膜１２から正孔を有機エレクトロルミネッセンス層１８
に注入することができる。
　また、有機エレクトロルミネッセンス層１８は従来の有機エレクトロルミネッセンス素
子と同様に透明導電膜１４上に形成されるため、有機エレクトロルミネッセンス層１８と
して、従来の有機エレクトロルミネッセンス素子と同様の材料及び構造の有機エレクトロ
ルミネッセンス層をそのまま用いることができる。
　（第３実施形態）
　本発明の第３実施形態による表示装置及びその製造方法について図８を用いて説明する
。図８は本実施形態による表示装置の構造を示す概略図である。なお、図１及び図５にそ
れぞれ示す第１及び第２実施形態による表示装置と同様の構成要素については同一の符号
を付し説明を省略し或いは簡略にする。
　本実施形態による表示装置は、絶縁性基板上に形成された有機エレクトロルミネッセン
ス素子が形成された１画素内において、有機エレクトロルミネッセンス層の発光層で発生
した光が絶縁性基板とは反対のカソード電極側から取り出される上面発光部と、有機エレ
クトロルミネッセンス層の発光層で発生した光がカソード電極側及び絶縁性基板側の両側
から取り出される両面発光部とを有するパッシブマトリクス型の表示装置である。
　以下、本実施形態による表示装置の構造について図８を用いて説明する。図８Ａは本実
施形態による表示装置の構造を示す平面図、図８Ｂは図８ＡのＸ－Ｘ′線断面図、図８Ｃ
は図８ＡのＹ－Ｙ′線断面図である。なお、図８は１画素分の構造を示したものであるが
、実際には複数の画素がマトリクス状に配置されている。
　図８Ａに示すように、ガラス基板よりなる絶縁性基板１０上には、第１及び第２実施形
態による表示装置と同様に、透明導電膜１４と、有機エレクトロルミネッセンス層１８と
、カソード電極２０とが形成されている。透明導電膜１４とカソード電極２０とが交差し
た画素領域は、透明導電膜１４の延在方向に直交する境界により、ほぼ等面積の２つの領
域に分けられている。境界の一方の側の領域には、透明導電膜１４の下に光反射膜１２が
形成され、光反射膜１２と透明導電膜１４とを有するアノード電極３２が形成された上面
発光部４０が設けられている。境界の他方の側の領域には、光反射膜１２が形成されてお
らず、透明導電膜１４よりなるアノード電極４２が形成された両面発光部４４が設けられ
ている。
　上面発光部４０は、図８Ｂに示す断面構造を有している。図８Ｂに示す断面構造は、第
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２実施形態による表示装置と同様の断面構造となっている。すなわち、絶縁性基板１０上
には、光反射性を有するＡｌ膜よりなる光反射膜１２が形成されている。光反射膜１２の
周縁部上には、光反射性を有するＭｏ膜よりなる介在膜３０が形成されている。周縁部上
に介在膜３０が形成された光反射膜１２上には、光透過性を有するＩＴＯ膜よりなる透明
導電膜１４が形成されている。介在膜３０は光反射膜１２及び透明導電膜１４のそれぞれ
に電気的に接続するものであり、この介在膜３０により、透明導電膜１４と光反射膜１２
との電気的接続が改善され、両者の間の導通が確保されている。こうして、絶縁性基板１
０上に、光反射膜１２と、透明導電膜１４と、両者の電気的接続を改善する介在膜３０と
を有するアノード電極３２が形成されている。アノード電極３２上には、正孔注入層と、
正孔輸送層と、発光層と、電子輸送層と、電子注入層とが順次積層されてなる有機エレク
トロルミネッセンス層１８が形成されている。有機エレクトロルミネッセンス層１８上に
は、光透過性を有するＡｌ／ＩＴＯ積層膜よりなるカソード電極２０が形成されている。
こうして、上面発光部４０における絶縁性基板１０上に、光反射膜１２を有するアノード
電極３２と、有機エレクトロルミネッセンス層１８と、カソード電極２０とを有する有機
エレクトロルミネッセンス素子が形成されている。上面発光部４０では、有機エレクトロ
ルミネッセンス層１８において発生した光は、光反射膜１２によりカソード電極２０側へ
反射され、光透過性を有するカソード電極２０側から取り出される。
　両面発光部４４は、図８Ｃに示す断面構造を有している。すなわち、絶縁性基板１０上
には、上面発光部４０と共通の透明導電膜１４よりなるアノード電極４２が形成されてい
る。上面発光部４０と異なり、両面発光部４４では、光反射膜１２が形成されておらず、
絶縁性基板１０上に透明導電膜１４が直に形成されている。アノード電極４２上には、上
面発光部４０と共通の有機エレクトロルミネッセンス層１８が形成されている。有機エレ
クトロルミネッセンス層１８上には、上面発光部４０と共通の光透過性を有するカソード
電極２０が形成されている。こうして、両面発光部４４における絶縁性基板１０上に、ア
ノード電極４２と、有機エレクトロルミネッセンス層１８と、カソード電極２０とを有す
る有機エレクトロルミネッセンス素子が形成されている。両面発光部４４では、有機エレ
クトロルミネッセンス層１８において発生した光は、光反射膜１２が形成されておらず、
カソード電極２０側及び絶縁性基板１０側の両側から取り出される。
　このように、同一画素内に光反射膜１２が形成された領域と光反射膜１２が形成されて
いない領域とを設ける、すなわちアノード電極３２、４２に共通の透明導電膜１４とカソ
ード電極２０とが重なる発光領域に光反射膜１２を部分的に形成することにより、上面発
光型の領域と両面発光型の領域とを同一画素内に設けてもよい。
　なお、本実施形態では、上面発光部４０と両面発光部４４とを互いにほぼ同じ形状のも
のとしたが、両発光部４０、４４の形状はこれに限定されるものではない。同一画素内に
おいて部分的に形成する光反射膜１２の形状を適宜変更することにより両発光部４０、４
４の形状を所望の形状とすることができる。これにより、表示装置の用途、機能等に応じ
て、輝度等の発光特性を所望のものに設定することが可能となる。
　また、本実施形態では、上面発光部４０において、第２実施形態による表示装置と同様
のアノード電極３２を用いたが、介在膜３０が形成されていない第１実施形態による表示
装置と同様のアノード電極１６を上面発光部４０において用いてもよい。
　また、本実施形態では、同一画素内において光反射膜１２を部分的に形成したが、マト
リクス状に配置された複数の画素について、光反射膜１２が形成された画素と、光反射膜
１２が形成されていない画素とを設け、上面発光型の画素と両面発光型の画素とを混在さ
せることもできる。
　（第４実施形態）
　本発明の第４実施形態による表示装置及びその製造方法について図９を用いて説明する
。図９は本実施形態による表示装置の構造を示す断面図である。なお、図１、図３、及び
図４に示す第１実施形態による表示装置及びその製造方法と同様の構成要素については同
一の符号を付し説明を省略し或いは簡略にする。
　本実施形態による表示装置は、第１実施形態による表示装置において、絶縁性基板１０
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の表面に滑らかな凹凸が形成されていることに主たる特徴がある。
　すなわち、図９に示すように、ガラス基板よりなる絶縁基板１０の表面には、滑らかな
凹凸が形成されている。滑らかな凹凸が表面に形成された絶縁性基板１０上には、第１実
施形態による表示装置と同様に、光反射膜１２と透明導電膜１４とを有するアノード電極
１６、有機エレクトロルミネッセンス層１８、及びカソード電極２０とが形成されている
。
　本実施形態による表示装置では、絶縁性基板１０の表面に形成された滑らかな凹凸によ
り、絶縁性基板１０上に形成されるアノード電極１６、有機エレクトロルミネッセンス層
１８、及びカソード電極２０の面積が、凹凸が形成されていない平坦な表面の絶縁性基板
１０上に形成される場合と比較して大きくなっている。これにより、更に発光効率を向上
することができる。
　絶縁性基板１０の表面に凹凸を形成する方法は、以下に述べるような方法を用いること
ができる。
　例えば、硫酸等の溶液を用いて絶縁性基板１０の表面をエッチングすることにより、絶
縁性基板１０の表面に凹凸を直接形成することができる。
　或いは、絶縁性基板１０を樹脂等でコーティングした後、露光法を用いて樹脂等よりな
る所定のパターンを絶縁性基板１０上に形成することにより、絶縁性基板１０の表面に、
樹脂等の有無による凹凸を形成することができる。
　本実施形態による表示装置は、上記のような手法を用いて絶縁性基板１０の表面に滑ら
かな凹凸を形成した後、図３Ａ乃至図３Ｃ及び図４Ａ乃至図４Ｃに示す第１実施形態によ
る表示装置の製造方法と同様にして製造することができる。
　このように、本実施形態によれば、有機エレクトロルミネッセンス素子が形成される絶
縁性基板１０の表面に滑らかな凹凸が形成されているので、更に発光効率を向上すること
ができる。
　なお、本実施形態では、第１実施形態による表示装置において、絶縁性基板１０の表面
に滑らかな凹凸が形成されている場合について説明したが、第２及び第３実施形態による
表示装置についても、上記と同様に絶縁性基板１０の表面に滑らかな凹凸を形成すること
により、発光効率を更に向上することができる。
　（第５実施形態）
　本発明の第５実施形態による表示装置及びその製造方法について図１０乃至図１３を用
いて説明する。図１０は本実施形態による表示装置の構造を示す断面図、図１１は有機エ
レクトロルミネッセンス素子とともにスイッチング素子として薄膜トランジスタを用いた
ボトムエミッション型の表示装置の構造の一例を示す断面図、図１２及び図１３は本実施
形態による表示装置の製造方法を示す工程断面図である。なお、図５乃至図７に示す第２
実施形態による表示装置及びその製造方法と同様の構成要素については同一の符号を付し
説明を省略し或いは簡略にする。
　本実施形態による表示装置は、第２実施形態による表示装置と同様の有機エレクトロル
ミネッセンス素子とともに、スイッチング素子として薄膜トランジスタが設けられており
、この薄膜トランジスタにより有機エレクトロルミネッセンス素子に印加する駆動電圧を
制御するアクティブマトリクス型の表示装置である。以下、本実施形態による表示装置の
構造について図１０を用いて説明する。なお、図１０は１画素分の構造を示したものであ
るが、実際には複数の画素がマトリクス状に配置されている。
　ガラス基板よりなる絶縁性基板１０上には、シリコン酸化膜よりなるバッファ層４６が
形成されている。バッファ層４６上には、ポリシリコン膜よりなるチャネル層４８が形成
されている。チャネル層４８上には、シリコン酸化膜よりなるゲート絶縁膜５０を介して
ゲート電極５２が形成されている。ゲート電極５２の両側のチャネル層４８には、ソース
領域５４及びドレイン領域５６が、それぞれ形成されている。こうして、絶縁性基板１０
上には、ゲート電極５２、チャネル層４８に形成されたソース領域５４及びドレイン領域
５６を有し、有機エレクトロルミネッセンス素子に印加する駆動電圧を制御する薄膜トラ
ンジスタが形成されている。
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　薄膜トランジスタが形成された絶縁性基板１０上には、層間絶縁膜５８が形成されてい
る。層間絶縁膜５８上には、コンタクトホール６０を介してソース領域５４に接続された
ソース電極６２と、コンタクトホール６４を介してドレイン領域５６に接続されたドレイ
ン電極６６とがそれぞれ形成されている。
　ソース電極６２及びドレイン電極６６が形成された層間絶縁膜５８上には、層間絶縁膜
６８が形成されている。層間絶縁膜６８には、ソース電極６２に達するコンタクトホール
７０が形成されている。
　コンタクトホール７０が形成された層間絶縁膜６８上には、コンタクトホール７０を含
む領域に、光反射性を有するＡｌ膜よりなる光反射膜１２が形成されている。光反射膜１
２の周縁部上には、光反射性を有するＭｏ膜よりなる介在膜３０が形成されている。周縁
部上に介在膜３０が形成された光反射膜１２上には、光透過性を有するＩＴＯ膜よりなる
透明導電膜１４が形成されている。介在膜３０は光反射膜１２及び透明導電膜１４のそれ
ぞれに電気的に接続するものであり、介在膜３０により、透明導電膜１４と光反射膜１２
との電気的接続が改善され、両者の間の導通が確保されている。こうして、層間絶縁膜６
８上に、光反射膜１２と、透明導電膜１４と、両者の間の導通を確保するための介在膜３
０とを有するアノード電極３２が形成されている。アノード電極３２は、層間絶縁膜６８
に形成されたコンタクトホール７０を介して、薄膜トランジスタのソース電極６２に電気
的に接続されている。
　アノード電極３２上には、正孔注入層と、正孔輸送層と、発光層と、電子輸送層と、電
子注入層とが順次積層されてなる有機エレクトロルミネッセンス層１８が形成されている
。有機エレクトロルミネッセンス層１８上には、光透過性を有するＡｌ／ＩＴＯ積層膜よ
りなるカソード電極２０が形成されている。こうして、層間絶縁膜６８上に、アノード電
極３２と、有機エレクトロルミネッセンス層１８と、カソード電極２０とを有する有機エ
レクトロルミネッセンス素子が形成されている。
　本実施形態による表示装置は、光反射膜１２の存在により、絶縁性基板１０とは反対側
のカソード電極２０側から光が取り出されるトップエミッション型となっている。したが
って、絶縁性基板１０上に形成された薄膜トランジスタにより発光面積が制限されること
はなく、高い発光効率を実現することができる。
　このようなトップエミッション型の本実施形態による表示装置に対して、図１１に示す
表示装置は、有機エレクトロルミネッセンス素子をともにスイッチング素子として薄膜ト
ランスタを用いたボトムエミッション型の表示装置である。なお、図１１は１画素分の構
造を示したものであるが、実際には複数の画素がマトリクス状に配置されている。
　図１１に示すように、ガラス基板よりなる絶縁性基板１００上には、バッファ層１０８
が形成されている。バッファ層１０８上には、チャネル層１１０が形成されている。チャ
ネル層１１０上には、ゲート絶縁膜１１２を介してゲート電極１１４が形成されている。
ゲート電極１１４の両側のチャネル層１１０には、ソース領域１１６及びドレイン領域１
１８が、それぞれ形成されている。こうして、絶縁性基板１００上には、ゲート電極１１
４、チャネル層１１０に形成されたソース領域１１６及びドレイン領域１１８を有する薄
膜トランジスタが形成されている。
　薄膜トランジスタが形成された絶縁性基板１００上には、層間絶縁膜１２０が形成され
ている。層間絶縁膜１２０上には、コンタクトホール１２２を介してソース領域１１６に
接続されたソース電極１２４と、コンタクトホール１２６を介してドレイン領域１１８に
接続されたドレイン電極１２８とがそれぞれ形成されている。
　ソース電極１２４及びドレイン電極１２８が形成された層間絶縁膜１２０上には、層間
絶縁膜１３０が形成されている。層間絶縁膜１３０には、ソース電極１２４に達するコン
タクトホール１３２が形成されている。
　コンタクトホール１３２が形成された層間絶縁膜１３０上には、コンタクトホール１３
２を含む領域に、ＩＴＯ膜よりなる透明なアノード電極１０２と、有機エレクトロルミネ
ッセンス層１０４と、Ａｌ膜やＭｇ－Ａｇ合金膜等よりなるカソード電極１０６とを有す
る有機エレクトロルミネッセンス素子が形成されている。アノード電極１０２は、層間絶
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縁膜１３０に形成されたコンタクトホール１３２を介して、薄膜トランジスタのソース電
極１２４に電気的に接続されている。
　図１１に示すボトムエミッション型の表示装置では、有機エレクトロルミネッセンス層
１０４において発生した光は、絶縁性基板１００側から取り出される。このため、絶縁性
基板１０と有機エレクトロルミネッセンス素子との間に形成された薄膜トランジスタによ
り、有機エレクトロルミネッセンス素子の発光面積が制限され、本実施形態による表示装
置のように高い発光効率を実現することは困難である。
　また、本実施形態による表示装置は、第２実施形態による表示装置と同様の構造のアノ
ード電極３２を有するため、介在膜３０により、Ａｌ膜よりなる光反射膜１２とＩＴＯ膜
よりなる透明導電膜１４との電気的接続が改善され、両者の間の導通が確保されている。
これにより、薄膜トランジスタのソース電極６２に電気的に接続された光反射膜１２から
正孔を有機エレクトロルミネッセンス層１８に注入することができる。また、周縁部上に
介在膜３０が形成された光反射膜１２を覆うように透明導電膜１４が形成されているため
、光反射膜１２の腐食を防止することができる。また、駆動電圧印加時の発熱等により光
反射膜１２と透明導電膜１４との間に生じるウィスカーによるアノード電極３２とカソー
ド電極２０との間の短絡を防止することができる。また、有機エレクトロルミネッセンス
層１８には、従来の有機エレクトロルミネッセンス素子の有機エレクトロルミネッセンス
層と同様の材料及び構造の有機エレクトロルミネッセンス層をそのまま用いることができ
る。
　次に、本実施形態による表示装置の製造方法について図１２及び図１３を用いて説明す
る。
　まず、ガラス基板よりなる絶縁性基板１０上に、例えばＣＶＤ法により、例えば膜厚３
００ｎｍのシリコン酸化膜よりなるバッファ層４６を形成する。
　次いで、バッファ層４６上に、例えばＣＶＤ法により、例えば膜厚４０ｎｍのポリシリ
コン膜を形成する。なお、ポリシリコン膜の代わりにアモルファスシリコン膜を形成し、
レーザアニール法等によりこれを結晶化してポリシリコン膜としてもよい。
　次いで、フォトリソグラフィー及びドライエッチングにより、ポリシリコン膜をパター
ニングし、ポリシリコン膜よりなるチャネル層４８を形成する（図１２Ａを参照）。
　次いで、チャネル層４８が形成されたバッファ層４６上に、例えばＣＶＤ法により、例
えば膜厚１００ｎｍのシリコン酸化膜を形成する。
　次いで、例えばスパッタ法により、例えば膜厚３００ｎｍのＡｌＮｄ（アルミニウム－
ネオジム合金）膜を形成する。
　次いで、フォトリソグラフィー及びドライエッチングにより、シリコン酸化膜及びＡｌ
Ｎｄ膜をパターニングし、チャネル層４８上に、シリコン酸化膜よりなるゲート絶縁膜５
０と、ＡｌＮｄ膜よりなるゲート電極５２とを形成する。
　次いで、ゲート電極５２をマスクとして、例えばイオン注入法によりリンイオンをイオ
ン注入し、ゲート電極５２の両側のチャネル層４８に、ソース領域５４及びドレイン領域
５６をそれぞれ形成する。
　こうして、絶縁性基板１０上に、ゲート電極５２、チャネル層４８に形成されたソース
領域５４及びドレイン領域５６を有する薄膜トランジスタを形成する（図１２Ｂを参照）
。
　次いで、薄膜トランジスタが形成された絶縁性基板１０上に、例えばＣＶＤ法により、
例えば膜厚３００ｎｍのシリコン窒化膜よりなる層間絶縁膜５８を形成する。
　次いで、フォトリソグラフィー及びドライエッチングにより、層間絶縁膜５８に、ソー
ス領域５４に達するコンタクトホール６０及びドレイン領域５６に達するコンタクトホー
ル６４をそれぞれ形成する（図１２Ｃを参照）。
　次いで、例えばスパッタ法により、コンタクトホール６０、６４が形成された形成され
た層間絶縁膜５８上に、例えば膜厚１００ｎｍ／１００ｎｍ／１００ｎｍのＴｉ（チタン
）／Ａｌ／Ｔｉ膜を形成する。
　次いで、フォトリソグラフィー及びドライエッチングにより、Ｔｉ／Ａｌ／Ｔｉ膜をパ
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ターニングし、Ｔｉ／Ａｌ／Ｔｉ膜よりなるソース電極６２及びドレイン電極６６をそれ
ぞれ形成する（図１３Ａを参照）。
　次いで、例えばＣＶＤ法により、ソース電極６２及びドレイン電極６６が形成された層
間絶縁膜５８上に、例えば膜厚３．０μｍの感光性樹脂よりなる層間絶縁膜６８を形成す
る。
　次いで、リソグラフィーにより、層間絶縁膜６８に、ソース電極６２に達するコンタク
トホール７０を形成する（図１３Ｂを参照）。
　次いで、コンタクトホール７０が形成された層間絶縁膜６８上に、第２実施形態による
表示装置の製造方法と同様にして、コンタクトホール７０を介してソース電極６２に接続
するアノード電極３２と、有機エレクトロルミネッセンス層１８と、カソード電極２０と
を形成する（図１３Ｃを参照）。
　こうして、図１０に示す本実施形態による表示装置が製造される。
　このように、本実施形態によれば、有機エレクトロルミネッセンス素子を用いたアクテ
ィブマトリクス型の表示装置において、光反射性を有する光反射膜１２と、光透過性を有
する透明導電膜１４とをアノード電極３２が有するので、有機エレクトロルミネッセンス
素子下に形成された薄膜トランジスタによる制限を受けずに、高い発光効率を有するトッ
プエミッション型の表示装置を実現することができる。
　また、光反射膜１２が透明導電膜１４により覆われているので、光反射膜１２の腐食や
、光反射膜１２と透明導電膜１４との間に生じるウィスカー等による素子特性の劣化を抑
制することができる。
　さらに、光反射膜１２の周縁部上には、光反射膜１２及び光反射膜１２上に形成される
透明導電膜１４のそれぞれに電気的に接続し、両者の間の導通を確保するための介在膜３
０が形成されているため、薄膜トランジスタのソース電極６２に電気的に接続された光反
射膜１２から正孔を有機エレクトロルミネッセンス層１８に注入することができる。
　また、有機エレクトロルミネッセンス層１８は従来の有機エレクトロルミネッセンス素
子と同様に透明導電膜１４上に形成されるため、有機エレクトロルミネッセンス層１８と
して、従来の有機エレクトロルミネッセンス素子と同様の材料及び構造の有機エレクトロ
ルミネッセンス層をそのまま用いることができる。
　なお、本実施形態においては、層間絶縁膜６８上に、第２実施形態による表示装置と同
様の有機エレクトロルミネッセンス素子が形成されていたが、第１又は第３実施形態によ
る表示装置と同様の有機エレクトロルミネッセンス素子が形成されていてもよい。なお、
第１実施形態による表示装置のように光反射膜１２と透明導電膜１４との間に介在膜３０
が形成されていない場合については、ソース電極６２に達するコンタクトホール７０内に
は光反射膜１２を埋め込まない等の手段により、透明導電膜１４がソース電極６２に直接
接続されているようにすることが望ましい。
　また、第４実施形態による表示装置において絶縁性基板１０の表面に滑らかな凹凸を形
成した場合と同様に、層間絶縁膜６８の表面に滑らかな凹凸を形成し、滑らかな凹凸が形
成された層間絶縁膜６８上に有機エレクトロルミネッセンス素子を形成してもよい。
　（第６実施形態）
　本発明の第６実施形態による表示装置について図１４乃至図１８を用いて説明する。図
１４は本実施形態による表示装置の構造を示す断面図、図１５は本実施形態による表示装
置の特性を示すグラフ、図１６はアノード電極としてＣｒ膜を用いた表示装置の構造を示
す断面図、図１７及び図１８は本実施形態による表示装置の製造方法を示す工程断面図で
ある。なお、図１、図３及び図４に示す第１実施形態による表示装置及びその製造方法と
同様の構成要素については同一の符号を付し説明を省略し或いは簡略にする。
　本実施形態による表示装置は、第１実施形態による表示装置と同様に、絶縁性基板上に
形成された有機エレクトロルミネッセンス素子を有するパッシブマトリクス型の表示装置
であり、その基本的構成は、第１実施形態による表示装置と同様である。本実施形態によ
る表示装置は、光反射膜上に光透過性を有する絶縁層を介して透明導電膜よりなるアノー
ド電極が形成されている点で、第１実施形態による表示装置と異なっている。
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　まず、本実施形態による表示装置の構造について図１４を用いて説明する。なお、図１
４は１画素分の構造を示したものであるが、実際には複数の画素がマトリクス状に配置さ
れている。
　図１４に示すように、ガラス基板よりなる絶縁性基板１０上には、光反射性を有するＡ
ｌ膜よりなる光反射膜７２が形成されている。光反射膜７２は、所定の形状を有するもの
が画素毎に形成されていてもよいし、画素が配列された表示領域の全面に形成されていて
もよい。
　光反射膜７２上には、光透過性を有する感光性樹脂よりなる絶縁層７４が形成されてい
る。絶縁層７４の材料である感光性樹脂としては、例えばアクリル系樹脂が用いられてい
る。絶縁層７４は、光反射膜７２の表面が剥き出しにならないように、光反射膜７２を覆
うように形成されている。
　絶縁層７４上には、光透過性を有するＩＴＯの透明導電膜よりなるアノード電極７６が
形成されている。アノード電極７６上には、正孔注入層と、正孔輸送層と、発光層と、電
子輸送層と、電子注入層とが順次積層されてなる有機エレクトロルミネッセンス層１８が
形成されている。有機エレクトロルミネッセンス層１８上には、薄い膜厚で形成され光透
過性を有するＡｌ膜と、薄い膜厚で形成され光透過性を有するＡｇ膜と、光透過性を有す
るＩＴＯ膜よりなる透明導電膜とが順次積層されてなるカソード電極２０が形成されてい
る。こうして、絶縁性基板１０上に、光反射膜７２及び絶縁層７４を介して、アノード電
極７６と、有機エレクトロルミネッセンス層１８と、カソード電極２０とを有する有機エ
レクトロルミネッセンス素子が形成されている。
　本実施形態による表示装置では、カソード電極２０から電子が有機エレクトロルミネッ
センス層１８に注入され、アノード電極７６から正孔が有機エレクトロルミネッセンス層
１８に注入される。注入された電子は電子輸送層により発光層に輸送され、注入された正
孔は正孔輸送層により発光層に輸送される。こうして発光層に輸送された電子と正孔とが
、発光層において再結合することにより発光が生じる。発光層において発生した光は、ア
ノード電極７６側及びカソード電極２０側に放出される。アノード電極７６側に放出され
た光は、光透過性を有する絶縁層７４を介して光反射膜７２によりカソード電極２０側に
反射され、絶縁層７４、アノード電極７６、及び有機エレクトロルミネッセンス層１８を
介して、光透過性を有するカソード電極２０側から取り出される。カソード電極２０側に
放出された光は、そのまま光透過性を有するカソード電極２０側から取り出される。こう
して、発光層において発生した光が、光透過性を有するカソード電極２０側から取り出さ
れる。
　このように、本実施形態による表示装置は、透明導電膜よりなるアノード電極７６下に
絶縁層７４を介して形成された光反射膜７２の存在により、絶縁性基板１０とは反対側の
カソード電極２０側から光が取り出されるトップエミッション型となっている。したがっ
て、第１実施形態による表示装置と同様に、絶縁性基板１０と有機エレクトロルミネッセ
ンス素子との間に他の素子が形成される場合において、他の素子が形成された領域からも
光を取り出すことが可能となる。すなわち、有機エレクトロルミネッセンス素子の発光面
積が他の素子により制限されることはなく、高い発光効率を実現することができる。
　また、光反射膜７２下に他の素子が形成される場合には、アノード電極７６とカソード
電極２０とが重なる発光領域よりも幅広に光反射膜７２を形成してもよい。このように光
反射膜７２を幅広に形成することで、有機エレクトロルミネッセンス素子の発光が他の素
子の特性に影響するのを抑制することができる。
　なお、アノード電極７６と光反射膜７２との間に形成する光透過性を有する絶縁層７４
の膜厚は、１μｍ以上に設定することが望ましい。これは、絶縁層７４の膜厚を１μｍよ
りも小さく設定すると、光の干渉の影響による減光が絶縁層７４で起きてしまい、充分な
発光効率を得ることができない虞があるためである。
　図１５は、本実施形態による表示装置及び図１６に示すＣｒ膜よりなるアノード電極を
用いた表示装置について、有機エレクトロルミネッセンス層に注入する電流密度を変えて
輝度を測定し、両表示装置の特性を比較した結果を示すグラフである。図１５に示すグラ
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フの横軸は有機エレクトロルミネッセンス層に注入した電流密度を示し、縦軸は測定され
た表示装置の輝度を示している。また、図１５に示すグラフにおいて、●印で示すプロッ
トは本実施形態による表示装置についての測定結果を示し、○印で示すプロットは図１６
に示すＣｒ膜よりなるアノード電極を用いた表示装置についての測定結果を示している。
　本実施形態による表示装置では、光反射膜７２として膜厚１００ｎｍのＡｌ膜を、絶縁
層７４として膜厚３．０μｍのアクリル系樹脂層を、アノード電極７６として膜厚７０ｎ
ｍのＩＴＯ膜を用いた。また、有機エレクトロルミネッセンス層１８として、膜厚１４０
ｎｍの２－ＴＮＡＴＡ膜よりなる正孔注入層と、膜厚１０ｎｍのα－ＮＰＤ膜よりなる正
孔輸送層と、少量のｔ（ｎｐａ）ｐｙをドープした膜厚３０ｎｍのＡｌｑ３膜よりなる発
光層と、膜厚２０ｎｍのＡｌｑ３膜よりなる電子輸送層と、０．５ｎｍのＬｉＦ膜よりな
る電子注入層とが順次積層されてなるものを用いた。また、カソード電極２０として、膜
厚１．５ｎｍのＡｌ膜と、膜厚１５ｎｍのＡｇ膜と、膜厚３５ｎｍのＩＴＯ膜とが順次積
層されてなるものを用いた。
　本実施形態による表示装置と特性を比較した図１６に示す表示装置は、アノード電極に
Ｃｒ膜を用いたトップエミッション型の表示装置である。図示するように、ガラス基板よ
りなる絶縁性基板１００上には、Ｃｒ膜よりなるアノード電極１３４が形成されている。
アノード電極１３４上には、有機エレクトロルミネッセンス層１０４が形成されている。
有機エレクトロルミネッセンス層１０４上には、カソード電極１０６が形成されている。
絶縁性基板１００上にアノード電極１３４が直に形成されている点、及びアノード電極１
３４にＣｒ膜を用いた点を除いて、有機エレクトロルミネッセンス層１０４、カソード電
極１０６の材料及び構造については、特性を比較した本実施形態による表示装置と同様し
た。
　図１５に示すグラフから明らかなように、同一の電流注入密度では、本実施形態による
表示装置の方が、図１６に示すアノード電極１３４にＣｒ膜を用いた表示装置の場合の２
倍程度の輝度が得られている。したがって、透明導電膜よりなるアノード電極７６下に光
透過性を有する絶縁層７４を介して光反射膜７２が形成された本実施形態による表示装置
によれば、単にアノード電極にＣｒ膜を用いる場合と比較して、効果的に発光効率を向上
することができるといえる。
　また、第１実施形態による表示装置と同様に、本実施形態による表示装置では、有機エ
レクトロルミネッセンス層１８は、従来の有機エレクトロルミネッセンス素子と同様に、
透明導電膜よりなるアノード電極７６上に形成されている。このため、有機エレクトロル
ミネッセンス層１８として、従来の有機エレクトロルミネッセンス素子と同様の材料及び
構造の有機エレクトロルミネッセンス層をそのまま用いて高い発光効率を有するトップエ
ミッション型の表示装置を構成することができる。
　また、本実施形態による表示装置は、透明導電膜よりなるアノード電極７６とＡｌ膜よ
りなる光反射膜７２との間には絶縁層７４が介在し、光反射膜７２は、その表面が剥き出
しにならないように、絶縁層７４により覆われている。したがって、第１実施形態による
表示装置と同様に、製造工程におけるＩＴＯ膜をパターニングする際に、Ａｌ膜よりなる
光反射膜７２の電池効果による腐食を防止することができる。
　さらに、Ａｌ膜よりなる光反射膜７２と透明導電膜よりなるアノード電極７６との間に
は、絶縁層７４が形成されている。このため、Ａｌ膜上にＩＴＯ膜が直接形成されたアノ
ード電極を用いた場合のように、有機エレクトロルミネッセンス素子に対する駆動電圧の
印加時の発熱等により電極間の短絡の原因となるウィスカーが発生することはない。
　次に、本実施形態による表示装置の製造方法について図１７及び図１８を用いて説明す
る。
　まず、ガラス基板よりなる絶縁性基板１０上に、例えばスパッタ法により、例えば膜厚
１５０ｎｍのＡｌ膜を形成する。必要に応じて、フォトリソグラフィー及びエッチングに
より、Ａｌ膜を画素毎に所定の形状にパターニングしてもよい。或いは、画素が配列され
る表示領域となる絶縁性基板１０の全面に、Ａｌ膜を残存させてもよい。こうして、絶縁
性基板１０上に、Ａｌ膜よりなる光反射膜７２を形成する（図１７Ａを参照）。
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　次いで、光反射膜７２上に、例えばスピンコート法により、例えばアクリル系の感光性
樹脂を塗布する。続いて、塗布された感光性樹脂を所定のマスクを用いて露光した後、所
定の現像液を用いて露光された感光性樹脂を現像する。こうして、フォトリソグラフィー
により、例えば膜厚３．０μｍの感光性樹脂よりなる絶縁層７４を形成する（図１７Ｂを
参照）。ここで、絶縁層７４は、光反射膜７２の表面が剥き出しにならないように、光反
射膜７２を覆うように形成する。
　本実施形態では、感光性樹脂により絶縁層７４を形成しているため、平坦性の高い表面
を有する絶縁層７４を得ることができ、平坦性の高い表面上に、有機エレクトロルミネッ
センス素子を形成することができる。
　次いで、絶縁層７４上に、例えばスパッタ法により、例えば膜厚７０ｎｍのＩＴＯ膜７
８を形成する（図１７Ｃを参照）。
　次いで、フォトリソグラフィー及びエッチングにより、ＩＴＯ膜７８を所定の形状にパ
ターニングする。こうして、絶縁層７４上に、ＩＴＯ膜７８よりなるアノード電極７６を
形成する（図１８Ａを参照）。ＩＴＯ膜７８をパターニングする間、Ａｌ膜よりなる光反
射膜７２は絶縁層７４により覆われ、その表面が露出することはない。したがって、電池
効果による光反射膜７２の腐食を防止することができる。
　次いで、アノード電極７６が形成された絶縁層７４上に、例えば真空蒸着法により、所
定の大きさに開口された蒸着マスクを介して、例えば膜厚１４０ｎｍの２－ＴＮＡＴＡ膜
と、例えば膜厚１０ｎｍのα－ＮＰＤ膜と、例えば少量のｔ（ｎｐａ）ｐｙをドープした
例えば膜厚３０ｎｍのＡｌｑ３膜と、例えば膜厚２０ｎｍのＡｌｑ３膜と、例えば０．５
ｎｍのＬｉＦ膜とを順次形成する。
　こうして、アノード電極７６上に、２－ＴＮＡＴＡ膜よりなる正孔注入層と、α－ＮＰ
Ｄ膜よりなる正孔輸送層と、ｔ（ｎｐａ）ｐｙをドープしたＡｌｑ３膜よりなる発光層と
、Ａｌｑ３膜よりなる電子輸送層と、ＬｉＦ膜よりなる電子注入層とを有する有機エレク
トロルミネッセンス層１８を形成する（図１８Ｂを参照）。
　次いで、有機エレクトロルミネッセンス層１８上に、例えば真空蒸着法及びスパッタ法
により、所定の形状に開口されたマスクを介して、例えば膜厚１．５ｎｍのＡｌ膜と、例
えば膜厚１５ｎｍのＡｇ膜と、例えば膜厚３５ｎｍのＩＴＯ膜とを順次形成し、Ａｌ／Ａ
ｇ／ＩＴＯ積層膜を形成する。
　こうして、Ａｌ／Ａｇ／ＩＴＯ積層膜よりなるカソード電極２０を形成する（図１８Ｃ
を参照）。
　こうして、図１４に示す表示装置が製造される。
　このように、本実施形態によれば、有機エレクトロルミネッセンス素子を用いた表示装
置において、透明導電膜よりなるアノード電極７６下に、光透過性を有する絶縁層７４を
介して光反射性を有する光反射膜７２が形成されているので、高い発光効率を有するトッ
プエミッション型の表示装置を実現することができる。
　また、光反射膜７２が絶縁層７４により覆われているので、光反射膜７２の腐食等によ
る素子特性の劣化を抑制することができる。
　また、有機エレクトロルミネッセンス層１８は従来の有機エレクトロルミネッセンス素
子と同様に透明導電膜よりなるアノード電極７６上に形成されるため、有機エレクトロル
ミネッセンス層１８として、従来の有機エレクトロルミネッセンス素子と同様の材料及び
構造の有機エレクトロルミネッセンス層をそのまま用いることができる。
　なお、本実施形態による表示装置についても、第３実施形態による表示装置の場合と同
様に、同一画素内に光反射膜７２が形成された領域と光反射膜７２が形成されていない領
域とを設ける、すなわちアノード電極７６とカソード電極２０とが重なる発光領域に光反
射膜７２を部分的に形成することにより、上面発光型の領域と両面発光型の領域とを同一
画素内に設けてもよい。
　また、第４実施形態による表示装置の場合と同様に、絶縁性基板１０の表面に滑らかな
凹凸を形成し、滑らかな凹凸が形成された絶縁性基板１０上に、光反射膜７２、絶縁層７
４、及び有機エレクトロルミネッセンス素子を形成してもよい。または、絶縁層７４の表
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面に滑らかな凹凸を形成し、滑らかな凹凸が形成された絶縁層７４上に、有機エレクトロ
ルミネッセンス素子を形成してもよい。絶縁性基板１０又は絶縁層７４の表面に形成され
た滑らかな凹凸により、第４実施形態による表示装置と同様に、アノード電極７６、有機
エレクトロルミネッセンス層１８、及びカソード電極２０の面積が、凹凸が形成されてい
ない平坦な表面の絶縁性基板１０上に形成される場合と比較して大きくなり、更に発光効
率を向上することができる。
　（第７実施形態）
　本発明の第７実施形態による表示装置について図１９乃至図２２を用いて説明する。図
１９は本実施形態による表示装置の構造を示す断面図、図２０乃至図２２は本実施形態に
よる表示装置の製造方法を示す工程断面図である。なお、図１０、図１２乃至図１４、図
１７、及び図１８に示す第５及び第６実施形態による表示装置及びその製造方法と同様の
構成要素については同一の符号を付し説明を省略し或いは簡略にする。
　本実施形態による表示装置は、第６実施形態による表示装置と同様の有機エレクトロル
ミネッセンス素子とともに、第５実施形態による表示装置と同様にスイッチング素子とし
て薄膜トランジスタが設けられており、この薄膜トランジスタにより有機エレクトロルミ
ネッセンス素子に印加する駆動電圧を制御するアクティブマトリクス型の表示装置である
。以下、本実施形態による表示装置の構造について図１９を用いて説明する。なお、図１
９は１画素分の構造を示したものであるが、実際には複数の画素がマトリクス状に配置さ
れている。
　ガラス基板よりなる絶縁性基板１０上には、第５実施形態による表示装置と同様に、シ
リコン酸化膜よりなるバッファ層４６を介して、ゲート電極５２、チャネル層４８に形成
されたソース領域５４及びドレイン領域５６を有し、有機エレクトロルミネッセンス素子
に印加する駆動電圧を制御する薄膜トランジスタが形成されている。
　薄膜トランジスタが形成された絶縁性基板１０上には、層間絶縁膜５８が形成されてい
る。層間絶縁膜５８上には、コンタクトホール６０を介してソース領域５４に接続された
ソース電極６２と、コンタクトホール６４を介してドレイン領域５６に接続されたドレイ
ン電極６６とがそれぞれ形成されている。
　ソース電極６２及びドレイン電極６６が形成された層間絶縁膜５８上には、層間絶縁膜
８０が形成されている。
　層間絶縁膜８０上には、光反射性を有するＡｌ膜よりなる光反射膜７２が形成されてい
る。光反射膜７２には、層間絶縁膜８０の薄膜トランジスタ上の領域を露出する開口部８
２が形成されている。なお、光反射膜７２に形成された開口部８２は、必ずしも層間絶縁
膜８０の薄膜トランジスタが形成された領域を露出するものである必要はなく、少なくと
も層間絶縁膜８０のソース電極６２上の領域を露出するものであればよい。このような開
口部８２が形成された光反射膜７２は、所定の形状を有するものが画素毎に形成されてい
てもよいし、画素が配列された表示領域の全面に形成されていてもよい。
　光反射膜７２及び開口部８２から露出した層間絶縁膜８０上には、光透過性を有する感
光性樹脂よりなる絶縁層７４が形成されている。絶縁層７４の材料である感光性樹脂とし
ては、例えばアクリル系樹脂が用いられている。絶縁層７４は、光反射膜７２の表面が剥
き出しにならないように、光反射膜７２を覆うように形成されている。
　絶縁層７４及び層間絶縁膜８０には、ソース電極６２に達するコンタクトホール７０が
形成されている。
　コンタクトホール７０が形成された絶縁層７４上には、コンタクトホール７０を含む領
域に、光透過性を有するＩＴＯの透明導電膜よりなるアノード電極７６が形成されている
。アノード電極７６は、絶縁層７４及び層間絶縁膜８０に形成されたコンタクトホール７
０を介して、薄膜トランジスタのソース電極６２に電気的に接続されている。
　アノード電極７６上には、正孔注入層と、正孔輸送層と、発光層と、電子輸送層と、電
子注入層とが順次積層されてなる有機エレクトロルミネッセンス層１８が形成されている
。有機エレクトロルミネッセンス層１８上には、薄い膜厚で形成され光透過性を有するＡ
ｌ膜と、薄い膜厚で形成され光透過性を有するＡｇ膜と、光透過性を有するＩＴＯ膜より
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なる透明導電膜とが順次積層されてなるカソード電極２０が形成されている。こうして、
光反射膜７２上に絶縁層７４を介して、アノード電極７６と、有機エレクトロルミネッセ
ンス層１８と、カソード電極２０とを有する有機エレクトロルミネッセンス素子が形成さ
れている。
　本実施形態による表示装置は、透明導電膜よりなるアノード電極７６下に光透過性を有
する絶縁層７４を介して形成された光反射膜７２の存在により、絶縁性基板１０とは反対
側のカソード電極２０側から光が取り出されるトップエミッション型となっている。した
がって、絶縁性基板１０上に形成された薄膜トランジスタにより発光面積が制限されるこ
とはなく、高い発光効率を実現することができる。
　また、本実施形態による表示装置では、光反射膜７２に少なくとも層間絶縁膜８０のソ
ース電極６２上の領域を露出する開口部８２が形成され、透明導電膜よりなるアノード電
極７６がコンタクトホール７０を介してソース電極６２に直に電気的に接続されている。
これにより、アノード電極７６との電気的接続を確保することが困難な導電膜を介さずに
、薄膜トランジスタのソース電極６２に電気的に接続された光反射膜７２から正孔を有機
エレクトロルミネッセンス層１８に注入することができる。また、光反射膜７２を覆うよ
うに絶縁層７４が形成されているため、光反射膜７２の腐食を防止することができる。ま
た、有機エレクトロルミネッセンス層１８には、従来の有機エレクトロルミネッセンス素
子の有機エレクトロルミネッセンス層と同様の材料及び構造の有機エレクトロルミネッセ
ンス層をそのまま用いることができる。
　なお、画素毎に所定の形状を有する光反射膜７２を画素毎に形成する場合には、アノー
ド電極７６とカソード電極２０とが重なる発光領域よりも幅広に光反射膜７２を形成する
ことが望ましい。このように光反射膜７２を幅広に形成することで、有機エレクトロルミ
ネッセンス素子の発光が薄膜トランジスタの特性に影響するのを抑制することができる。
　次に、本実施形態による表示装置の製造方法について図２０乃至図２２を用いて説明す
る。
　まず、図１２Ａ乃至図１２Ｃ及び図１３Ａに示す第５実施形態による表示装置の製造方
法と同様にして、絶縁性基板１０上に、薄膜トランジスタ、ソース電極６２及びドレイン
電極６６までを形成する（図２０Ａを参照）。
　次いで、例えばＣＶＤ法により、ソース電極６２及びドレイン電極６６が形成された層
間絶縁膜５８上に、例えば膜厚３００ｎｍのシリコン酸化膜よりなる層間絶縁膜８０を形
成する（図２０Ｂを参照）。なお、層間絶縁膜８０には、シリコン酸化膜のほか、シリコ
ン窒化膜等の無機絶縁膜、樹脂よりなる絶縁膜を用いることができる。
　次いで、層間絶縁膜８０上に、例えばスパッタ法により、例えば膜厚１５０ｎｍのＡｌ
膜８４を形成する。
　次いで、リソグラフィーにより、Ａｌ膜８４を所定の形状にパターニングし、Ａｌ膜８
４に、少なくとも層間絶縁膜８０のソース電極６２上の領域を露出する開口部８２を形成
する。Ａｌ膜８４は、画素毎に所定の形状を有するようにパターニングしてもよいし、画
素が配列される表示領域の全面に残存させてもよい。こうして、Ａｌ膜８４よりなる光反
射膜７２を形成する（図２１Ａを参照）。なお、図２１Ａでは、層間絶縁膜８０の薄膜ト
ランジスタ上の領域を露出する開口部８２を光反射膜７２に形成した場合について示して
いる。
　次いで、光反射膜７２及び開口部８２から露出する層間絶縁膜８０上に、例えばスピン
コート法により感光性樹脂を塗布し、感光性樹脂層８６を形成する（図２１Ｂを参照）。
感光性樹脂層８６を所定のマスクを用いて露光した後、所定の現像液を用いて露光された
感光性樹脂層８６を現像し、層間絶縁膜８０のソース電極６２上の領域を露出する開口部
８８を感光性樹脂層８６に形成する。こうして、フォトリソグラフィーにより、開口部８
８が形成された光透過性を有する感光性樹脂層８６よりなる絶縁層７４を形成する（図２
１Ｃを参照）。ここで、絶縁層７４は、光反射膜７２の表面が剥き出しにならないように
、光反射膜７２を覆うように形成する。
　次いで、例えばドライエッチングにより、開口部８８が形成された絶縁層７４をマスク
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として、層間絶縁膜８０に、ソース電極６２に達する開口部９０を形成する。
　こうして、層間絶縁膜８０に形成された開口部９０と、絶縁層７４に形成された開口部
８８とが接続してなるコンタクトホール７０を形成する（図２２Ａを参照）。なお、コン
タクトホール７０には光反射膜７２が露出しないように、光反射膜７２の開口部８２の大
きさ、絶縁層７４の開口部８８の大きさ、エッチング条件等を予め適宜設定しておくこと
が望ましい。これは、次のような理由による。すなわち、コンタクトホール７０に光反射
膜７２が露出すると、この後に形成するアノード電極７６と光反射膜７２とが接触し、両
者の間に寄生容量が形成されてしまうので、このような寄生容量による素子特性の劣化を
回避するためである。
　このように、本実施形態による表示装置の製造方法では、絶縁層７４を感光性樹脂によ
り形成し、層間絶縁膜８０をエッチングする際のマスクとしても絶縁層７４を用いるので
、少ない工程数でコンタクトホール７０までを形成することができる。なお、絶縁層７４
としてシリコン酸化膜等の光透過性を有する無機絶縁膜を用いることもできる。この場合
、無機絶縁膜よりなる絶縁層７４を形成する工程に加えて、絶縁層７４及び層間絶縁膜８
０にコンタクトホール７０を形成するためのエッチングマスクとして用いるレジスト膜を
形成する工程、レジスト膜を除去する工程も必要となる。このため、感光性樹脂により絶
縁層７４を形成する場合と比較して工程数が多くなる。
　次いで、コンタクトホール７０が形成された絶縁膜７４上に、第６実施形態による表示
装置の製造方法と同様にして、コンタクトホール７０を介してソース電極６２に接続する
アノード電極７６と、有機エレクトロルミネッセンス層１８と、カソード電極２０とを形
成する（図２２Ｂを参照）。
　こうして、図１９に示す本実施形態による表示装置が製造される。
　このように、本実施形態によれば、有機エレクトロルミネッセンス素子を用いた表示装
置において、透明導電膜よりなるアノード電極７６下に、光透過性を有する絶縁層７４を
介して光反射性を有する光反射膜７２が形成されているので、有機エレクトロルミネッセ
ンス素子下に形成された薄膜トランジスタによる制限を受けずに、高い発光効率を有する
トップエミッション型の表示装置を実現することができる。
　また、光反射膜７２が絶縁層７４により覆われているので、光反射膜７２の腐食等によ
る素子特性の劣化を抑制することができる。
　さらに、有機エレクトロルミネッセンス層１８は従来の有機エレクトロルミネッセンス
素子と同様に透明導電膜よりなるアノード電極７６上に形成されるため、有機エレクトロ
ルミネッセンス層１８として、従来の有機エレクトロルミネッセンス素子と同様の材料及
び構造の有機エレクトロルミネッセンス層をそのまま用いることができる。
　（変形実施形態）
　本発明は上記実施形態に限らず種々の変形が可能である。
　例えば、上記実施形態では、絶縁性基板１０としてガラス基板を用いる場合について説
明したが、絶縁性基板１０はガラス基板に限定されるものではない。例えば、ポリカーボ
ネート、ポリエチレンテレフタレート等の樹脂フィルムを絶縁性基板１０として用いても
よい。樹脂フィルムを絶縁性基板１０として用いることにより、可撓性を有するフレキシ
ブルな表示装置を実現することができる。また、トップエミッション型の表示装置のみを
構成する場合にあっては、絶縁性基板１０は必ずしもガラス基板等のように光透過性を有
するものである必要はない。但し、第３実施形態による表示装置の場合のように、同一基
板上に上面発光部４０と両面発光部４４とを設ける場合にあっては、光透過性を有する基
板を絶縁性基板１０として用いる必要がある。
　また、上記実施形態では、光反射膜１２の周縁部上に介在膜３０が形成されている場合
について説明したが、介在膜３０は必ずしも光反射膜１２の周縁部上に形成されている必
要はなく、光反射膜１２の所定の領域上に部分的に形成されていればよい。
　また、上記実施形態では、有機エレクトロルミネンセンス層１８の発光層において発生
した光をカソード電極２０側へ反射するための光反射膜１２、７２としてＡｌ膜を用いる
場合について説明したが、光反射膜１２、７２はＡｌ膜に限定されるものではない。光反
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射膜１２、７２としては、Ａｌ又はＡｌを主成分とする合金のほか、例えば、Ａｇ、Ｎｄ
（ネオジム）、Ｓｉ（シリコン）、Ｔｉ、Ｗ（タングステン）、Ｃｕ（銅）、Ｎｂ（ニオ
ブ）、Ｔａ（タンタル）、Ｃ（炭素）、又は少なくともこれらのうちのいずれかを主成分
とする合金よりなる光反射性を有する導電膜を用いることができる。
　また、上記実施形態では、Ａｌ膜よりなる光反射膜１２とＩＴＯ膜よりなる透明導電膜
１４との電気的接続を改善し、両者の間の導通を確保するための介在膜３０としてＭｏ膜
を用いる場合について説明したが、介在膜３０はＭｏ膜に限定されるものではない。介在
膜３０としては、Ｍｏ又はＭｏを主成分とする合金のほか、例えば、Ｗ、Ｔａ、Ｔｉ、Ｃ
ｒ、又は少なくともこれらのうちのいずれかを主成分とする合金等の高融点金属よりなる
導電膜を用いることができる。
　また、上記実施形態では、光反射膜１２上に形成する透明導電膜１４、アノード電極７
６としてＩＴＯ膜を用いる場合について説明したが、透明導電膜１４、アノード電極７６
はＩＴＯ膜に限定されるものではない。透明導電膜１４としては、ＩＴＯ膜のほか、例え
ば、ＩＺＯ（亜鉛をドープした酸化インジウム）膜、ＺｎＯ（酸化亜鉛）膜等の光透過性
を有する導電膜を用いることができる。
　また、上記実施形態では、有機エレクトロルミネッセンス層１８として、２－ＴＮＡＴ
Ａ膜よりなる正孔注入層と、α－ＮＰＤ膜よりなる正孔輸送層と、ｔ（ｎｐａ）ｐｙをド
ープしたＡｌｑ３膜よりなる発光層と、Ａｌｑ３膜よりなる電子輸送層と、ＬｉＦ膜より
なる電子注入層とが順次積層されてなるものを用いる場合について説明したが、有機エレ
クトロルミネッセンス層１８の構造及び材料は、これに限定されるものではない。有機エ
レクトロルミネッセンス層１８の構造には、発光層のみの単層構造、正孔輸送層と発光層
または発光層と電子輸送層の２層構造、正孔輸送層と発光層と電子輸送層との３層構造を
適用することができる。また、有機エレクトロルミネッセンス層１８を構成する正孔注入
層、正孔輸送層、発光層と、電子輸送層、電子注入層の材料には、あらゆる有機エレクト
ロルミネッセンス材料を用いることができる。
　また、上記実施形態では、カソード電極２０としてＡｌ／ＩＴＯ積層膜、Ａｌ／Ａｇ／
ＩＴＯ積層膜を用いる場合について説明したが、カソード電極２０はＡｌ／ＩＴＯ積層膜
、Ａｌ／Ａｇ／ＩＴＯ積層膜に限定されるものではない。カソード電極２０としては、Ａ
ｌ／ＩＴＯ積層膜、Ａｌ／Ａｇ／ＩＴＯ積層膜のほか、例えば、ＩＴＯ単膜、ＩＺＯ膜、
ＺｎＯ膜、Ａｌ単膜、Ａｇ単膜又はこれらの積層膜等の光透過性を有する導電膜を用いる
ことができる。なお、Ａｌ膜、Ａｇ膜等をカソード電極２０として用いる場合には、光透
過性を有するように、これらの膜を薄く形成する必要がある。
　また、上記実施形態では、絶縁層７４として感光性樹脂よりなるものを用いる場合につ
いて説明したが、絶縁層７４は、光透過性を有するものであれば、感光性樹脂よりなるも
のに限定されるものではない。絶縁層７４としては、感光性樹脂よりなるものほか、シリ
コン酸化膜、シリコン窒化膜、シリコン窒化酸化膜等の光透過性を有する無機絶縁膜を用
いることができる。また、絶縁層７４は、光透過性を有するものであれば無色である必要
はなく、絶縁層７４として、ポリイミド等の有色樹脂よりなるものを用いることもできる
。
　また、上記実施形態では、薄膜トランジスタとしてトップゲート型のものを用いる場合
について説明したが、薄膜トランジスタとしてはボトムゲート型のものを用いてもよい。
また、チャネル層４８にポリシリコン膜を用いる場合について説明したが、チャネル層４
８にはアモルファスシリコン膜を用いてもよい。
　また、上記実施形態では、スイッチング素子として薄膜トランジスタを用いる場合につ
いて説明したが、他のスイッチング素子を用いてもよい。例えば、二端子素子であるダイ
オードを利用したＭＩＭ（金属－絶縁膜－金属）構造のスイッチング素子を用いてもよい
。
【産業上の利用可能性】
　本発明による有機エレクトロルミネッセンス素子及びその製造方法並びに表示装置は、
発光効率に優れた有機エレクトロルミネッセンス素子及びその製造方法、並びにこのよう
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な有機エレクトロルミネッセンス素子を用いた表示装置を実現する。したがって、表示特
性に優れるとともに、低消費電力な表示装置への応用に有用である。
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